
東京都市計画地区計画の決定 

都市計画内幸町一丁目北地区地区計画を次のように決定する。 

名 称 内幸町一丁目北地区地区計画 

位 置 千代田区内幸町一丁目地内 

面 積 約７．８ｈａ 

地区計画の目標 

本地区は、日本有数の都市公園や大手町・丸の内・有楽町（以下「大丸有」という。）・日比谷・新橋など多様な拠点機能

を有するエリアに隣接し、地区内には首都中枢を支える重要機能（通信・電力・迎賓機能）が立地する地区となっている。

一方、地区内の建築物が更新期を迎えているとともに、オープンスペース等が少なく周辺に対し閉ざされた街区となってい

る。 

また、「内幸町一丁目街区まちづくりガイドライン（令和３年４月）」が策定され、まちの目指すべき方向性として首都中

枢を支える重要機能を継続しながら更新し、周辺のまちに開かれた街区の形成等が求められている。 

本地区の特性を踏まえ、周辺市街地との調和に配慮しつつ、土地の高度利用により首都中枢を支える重要機能の更新や国

際迎賓・文化・交流機能の拡充等により国際ビジネス交流拠点の形成を図るとともに、駅・まち・公園をつなぐ回遊性の高

い歩行者ネットワークの形成や多様な都市活動を創出し、防災性の向上に資する大規模広場空間の整備等により、周辺のま

ちに開かれた多様な魅力を発信する市街地環境の形成を目指す。 

また、隣接する日比谷公園や周辺エリアとつながる緑豊かな回遊拠点の形成や、地区内のエネルギーネットワークの構築

など環境負荷の低減に配慮したまちづくりを推進し、都市環境の向上を目指す。 
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公共施設等の整備の
方針 

１ 道路等の整備方針 

（１）安全な歩行者空間を確保するため、区画道路の拡幅整備を行う。 

２ その他の公共空地等の整備方針 

（１）隣接する日比谷公園や大丸有・日比谷・新橋など多様な周辺エリアをつなぐ歩行者の回遊拠点を形成するため、次の

施設を整備する。 

ア 丸の内仲通りから新橋赤レンガ通りまでをつなぐ南北の歩行者ネットワークを形成するため、歩行者通路４号、

広場１号を整備する。 

イ 日比谷公園とまちとをつなぐ東西の歩行者ネットワークにより周辺エリアとの回遊性を強化するため、歩行者通

路１・２・３号及び広場１号を整備する。 

ウ 南北東西の歩行者ネットワークが交わる場所に位置する広場１号は、周辺のまちに開かれた街区の拠点として、

平常時には都心にふさわしい多様な魅力を発信し、災害時には防災活動の場として利用可能なまとまった規模を有

するにぎわいと潤いある広場空間を整備する。 
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公共施設等の整備の
方針 

（２）地下鉄駅とまちと公園とが立体的につながる開かれた歩行者ネットワークを形成するため、次の施設を整備する。 

   ア 地下鉄駅の受けとなる部分に、周辺からの視認性が高いたまり空間や上下移動を円滑にするための縦動線（アク

セスコア）を備えた立体広場空間１・３・５号を整備し、それぞれを立体広場空間２・４号、歩行者通路２・３・

５・６号で結ぶことにより、地下・地上・デッキの多層にわたり、地下鉄駅とまちとがシームレスにつながる魅力

的な歩行者ネットワークを形成する。 

   イ 緑豊かな回遊拠点の形成のため、日比谷公園と広場１号とを接続するよう歩行者通路１号を整備するとともに、

立体広場空間１・２・３号、歩行者通路２・５号の整備により、地下・地上・デッキの多層にわたり、公園とまち

とがシームレスにつながる魅力的な歩行者ネットワークを形成する。 

ウ ア及びイのとおり、広場１号、立体広場空間、歩行者通路の相互連携を行うことで、地下鉄駅とまちと公園とが

立体的につながる開かれた歩行者ネットワークを形成する。 

（３）日比谷公園とつながり、都心の豊かな環境を感じられる眺望空間となり、東京のみどりの拠点である皇居や内濠、日

比谷公園からまちへとつなぐ立体的なみどりのネットワークを形成するため、基壇部上部広場を整備する。 

（４）安全で快適なゆとりある歩行者空間を確保するため、道路に面して歩道状空地を整備する。 

建築物等の整備の方
針 

１ 土地の合理的かつ健全な高度利用により、周辺に開かれ多様な魅力を発信する複合市街地の形成を図るため、建築物の

容積率の最高限度、建築物の容積率の最低限度、建築物の建蔽率の最高限度、建築物の建築面積の最低限度を定める。 

２ 各通りの特徴に配慮し、周辺と調和した良好な街並み景観の形成を図るため、壁面の位置の制限、建築物等の形態又は

色彩その他の意匠の制限を定める。 

３ 国際競争力の向上等に資する施設を誘導するため、宿泊の用途に供する部分は、新しい都市づくりのための都市開発諸

制度活用方針（東京都。令和２年１２月）による宿泊施設とする。 
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位    置 千代田区内幸町一丁目地内 

面    積 約７．８ｈａ 

土地利用に関する基
本方針 

日本有数の都市公園や大丸有・日比谷・新橋など多様な拠点機能を有するエリアに隣接する地区特性を生かし、土地の合

理的かつ健全な高度利用により、首都中枢を支える重要機能（通信・電力・迎賓機能）の更新と、最先端の情報通信技術（ICT）

等を活用し、業務・商業・宿泊滞在機能から国際迎賓・文化・交流、新しいビジネス・サービス創造支援やウエルネス促進

など多様な機能が複合した個性ある都心拠点の形成を図るとともに、周辺エリアをつなぐ歩行者の回遊性の向上や、緑豊か

な大規模なオープンスペース等の確保により、周辺市街地と調和した良好な複合市街地の形成を図る。 
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配置及び
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種類 名  称 幅 員 延 長 面 積 備  考 

広場 広場１号 ― ― 約１７，０００㎡ 

新設（地上・デッキレベル（北地区：約 2,900
㎡、中地区：約 8,100 ㎡：南地区：約 6,000
㎡）階段、昇降施設、にぎわい施設、給排
気塔、上屋、広告塔含む。） 

その他の
公共空地 

歩行者通路１号 １２ｍ 約９５ｍ ― 新設（デッキレベル） 
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位    置 千代田区内幸町一丁目地内 

面    積 約７．８ｈａ 

地区施設
の配置及
び規模 

種類 名  称 幅 員 延 長 面 積 備  考 

道路 区画道路１号  ８ｍ 約２９５ｍ ― 拡幅 

その他の

公共空地 

立体広場空間１号 ― ― 約１,４６０㎡ 
新設（地下・地上レベル（階段・昇降施設
を含む。）） 

立体広場空間２号 ― ― 約１,１５０㎡ 
新設（地下・地上・デッキレベル（階段・
昇降施設を含む。）） 

立体広場空間３号 ― ― 約１,３００㎡ 
新設（地下・地上・デッキレベル（階段・
昇降施設を含む。）） 

立体広場空間４号 ― ― 約  ９２０㎡ 
新設（地下・地上レベル（階段・昇降施設
を含む。）） 

立体広場空間５号 ― ― 約１,６９０㎡ 
新設（地下・地上・デッキレベル（階段・
昇降施設を含む。）） 

基壇部上部広場 ― ― 約２,３００㎡ 
新設（基壇レベル（中地区：約 1,300 ㎡：
南地区：約 1,000 ㎡）階段、昇降施設、賑
わい施設、給排気塔、上屋、広告塔含む。） 

歩行者通路２号 ６ｍ 約６５ｍ ― 新設（デッキレベル） 

歩行者通路３号 ６ｍ 約９０ｍ ― 新設（デッキレベル） 

歩行者通路４号 ９ｍ 約７０ｍ ― 
新設（地上・デッキレベル（植栽・修景施
設含む。）） 

歩行者通路５号 ４ｍ 約６０ｍ ― 新設（地下レベル） 

歩行者通路６号 ４ｍ 約４５ｍ ― 新設（地下レベル） 
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その他の

公共空地 

歩道状空地１号 ４ｍ 約２９０ｍ ― 
新設（ピロティ、植栽・修景施設、駐車場
出入口含む。） 

歩道状空地２号 ４ｍ 約２１０ｍ ― 新設（植栽・修景施設、駐車場出入口含む。） 

歩道状空地３号 ４ｍ 約２２０ｍ ― 新設（植栽・修景施設、駐車場出入口含む。） 

歩道状空地４号 ３ｍ 約２９５ｍ ― 新設（植栽・修景施設、駐車場出入口含む。） 
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地 区
の 区
分 

名称 北地区 中地区 南地区 

面積 約３．０ｈａ 約２．５ｈａ 約２．３ｈａ 

建築物の容積率

の最高限度 
１０分の１３４ １０分の１３２ １０分の１３４ 

建築物の容積率

の最低限度 
１０分の９０ 

建築物の建蔽率

の最高限度 

１０分の８ 

ただし、建築基準法第 53条第 6項の規定を適用する建築物については、この限りでない。 

建築物の建築面

積の最低限度 
５００㎡ 

壁面の位置の制
限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱は、計画図に示す壁面の位置の制限を超えて建築してはならない。 

ただし、歩行者の快適性及び安全性を高めるためのひさしその他これに類するものの部分については、この限りではない。 

建築物等の形態
又は色彩その他
の意匠の制限 

１ 建築物及び工作物の形態及び意匠は、千代田区景観まちづくり計画に適合し、良好な都市景観の形成に資するものとする。 

２ 屋外広告物は、大きさ及び設置場所に留意し、周辺環境との調和や建築物との一体性に配慮した意匠とする。 

１ 建築物の容積率の最高限度に係る部分については、次の部分を延べ面積に算入しない。 

・建築基準法施行令第二条第一項第四号及び同条第三項に規定する床面積の部分 

・建築基準法第５２条第３項に規定する床面積の部分   

・建築基準法第５２条第６項に規定する床面積の部分 

・建築基準法第５２条第１４項第１号に基づく東京都容積率の許可に関する取扱基準（平成１６年４月施行）Ⅱ３の用途に供する部分 

２ 建築基準法第８６条第１項又は第２項の認定を受けた建築物については、当該建築物の一の敷地とみなして建築物等に関する事項の制限を適用する。 
 



 

「地区計画の区域、再開発等促進区の区域、地区整備計画の区域、主要な公共施設及び地区施設の配置、地区の区分並びに壁面の位置の制限は、計画

図表示のとおり」 

 

理由：土地の合理的かつ健全な高度利用により、首都中枢を支える重要機能の更新とあわせた、大規模広場空間の整備や駅・まち・公園をつなぐネットワー

クの形成と、多様な機能が複合した個性ある複合市街地の形成を図るため、地区計画を決定する。 










